
　京都新聞は1879（明治12）年創刊の「京都商事

迅報」を起源とし、今日まで歴史を刻んできた由

緒ある新聞社である。「言論報道を基本とした総

合情報活動を通して人間性豊かな社会の発展に

つくす」という企業理念のもと、「正義、自由、真実

を守る」という社是に基づく事業を展開している。

スローガンの「まん中できらり」は京都と滋賀は

日本のまん中、文化のふるさとであり、きらりと光る

言論報道を通して社会の発展につくしたという

決意をあらわしている。

　　新聞社にとってITはきわめて重要な道具であ

る。電子編集システム「LINKS」も他社に先駆け

1985（昭和60）年に完成し、鉛活字の活版印刷を

止め、その後1999（平成11）年には、12個面同時

カラー印刷が可能な新印刷体制を完成させた。こ

うした流れの中、業務をさらに効率よく進めて

いくために、一人一台のパソコン環境をそろえ、

20拠点をつないだ全社ネットワークを構築した。

インターネットの利用は新聞社の業務にとっては

きわめて日常的であるが、私的利用や有害サイ

ト、特にウィルスサイトへのアクセスについては制

限をかける必要があると判断し、平成16年5月ハ

ンモックの「Surf Watcher」を導入した。そこで、

「SurfWatcher」の活用についてシステム部の宮

崎OA担当部長と蒔田次長にお話を伺った。

　　平成17年4月から施行された個人情報保護

法。京都新聞ではその1年ほど前から個人情報

保護法への対応を含めたセキュリティ対策の検

討を始めた。いくつかのセキュリティを検討して

いくうちに、インターネットアクセス監視がセキュリ

ティ対策だけではなく、業務効率化に効果があり

そうだという結論に達した。

「新聞社という性格上、インターネット利用は制限で

きませんが、インターネットアクセスをログとして記録

し、必要なときに分析できる仕組はセキュリティ上

からも業務生産性向上のためにも必要です。」

宮崎部長はさらに説明を続けられた。

「アクセス管理には二つの方法があることが分

かっていました。
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一つはフィルタリングソフトで、キーワードやURL

によってアクセスそのものを禁止してしまう方法

です。もう一つは禁止はしないで、ログ収集と監

視を行い、抑止力を働かせる方法です。京都新

聞の場合は前者は業務上難しいため、代わりに

監視とログ分析をしっかりと行うという方法を選択

しました。」

実際に「SurfWatcher」を選択した理由として、宮

崎部長はさらに次の諸点をあげられた。

「評価版を使ってみましたが、導入が容易で操作

性が良い。グラフィカルなユーザーインターフェイ

スで分析ができることが良いと感じました。」

つまり、楽に運用できることがユーザーからみた

要件になるわけである。

「製品を選択する上では、販売会社の営業マン

の助言にも耳を傾けました。製品の良し悪しも含

めて、販売会社を抜きにシステムの運用はできま

せん。」蒔田次長はいろいろなソフトウェアを検

討し最終決定に至った経過をふり返って話され

た。顧客サポートを責任をもって実施している販

売会社の意見も参考にして「Surf Watcher」の導入

に踏み切ったのである。

　　「『SurfWatcher』とウィルスバスターの二つの

機能を合わせると、ウィルス感染元URLも簡単に

発見できることがわかりました。ウィルスバスター

のサーバーからウィルス駆除をした情報が管理者

に通知されます。この情報から端末名と時間帯が

特定され、『SurfWatcher』を使って端末と時間帯を

指定し、データを分析するとすぐに感染元URLが

特定できます。このURLをポータルサイトに掲載

し、そのページを閲覧しないように注意を喚起して

います。」

と宮崎部長は副次効果についてもお話いただい

た。

　　平成16年5月に「SurfWatcher」を導入してか

ら、特に問題なく現在まで推移している。「Surf 

Watcher」の操作はきわめて簡単で日付を選び

クライアントマシンを選択する。これだけでアク

セス記録が閲覧できるし全ての操作はマウスで

クリックするだけ。大きなアイコンとわかりやすい

ウィンドウ表示が「SurfWatcher」の特長の一つ

である。

分析とレポート作成機能も評価して頂いている。

「個人別、期間別、時間別のアクセス状況をグ

ラフで表示したり、アクセスサイトの傾向分析を

行うことも簡単にできます。」

蒔田次長は語る。

「現在は社報で『Surf Watcher』を導入したことを

告知したのみで運用してきましたが、今後はOA

系委員会での告知を経て、全社的な運用を行う

計画です。」

最後に宮崎部長は今後の計画として、メール監

視やスパイウェア対策も検討されていると述べら

れた。

「新聞社という性格上、情報漏洩やセキュリティ

対策は必須でありますが、投資とのバランスも考

えなくてはならず、今後とも慎重にかつきちんと対

応していきたい」と抱負を語られた。
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